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　石川県内の雇用者数は約48万人ですが、非正規雇用の割合は3割でそのうちの半数が女性、また、県の非正規労働者（臨時職員など）は約１４％となっており、厚生労働省の労働経済白書の指摘どおり、低賃金の要因ともなっています。
石川労働局が１２月２０日に公表したブラック企業調査（「過重労働重点監督月間」における監督指導の実施状況）でも、重点監督を実施した７４事業所のうち、８５％にあたる６３事業所で違法な時間外労働や賃金不払い残業があったとされています。
　石川県も、職員定員適正化計画なるもので職員の削減をすすめ、労働強化と公共サービスの低下を招いています。また、労使紛争を解決する機関としての石川県労働委員会委員は知事が任命権者となっていますが、一貫して連合石川からの推薦委員を任命し、同じ労働組合の地方センターである石川県労連が推薦する委員は一度も任命していません。
　こうした点を改善するため、以下の政策をすすめるよう提言します。
○石川労働局とさらに連携を強め、主体的にブラック企業の実態調査を行い、「ブラック企業規制条例」を制定し、労働者の使い捨てを許しません。

○「賃上げに県が介入すべきでない」などの知事の姿勢を転換し、大企業に対しては内部留保の取崩しでの賃上げ・雇用拡大の要請、また中小企業への思い切った支援で、賃上げと雇用増ができるようイニシアチブを発揮します。国に対し最低賃金の引き上げを求めます。
○特養ホーム増設、再生可能エネルギーなどの導入促進で、新たな雇用を増やします。過労死防止条例、公契約条例を制定し、雇用を守り、人間らしく働ける環境整備をすすめます。
○離職による生活困窮・住居喪失者への生活・住居支援、そのための相談窓口を開設します。

○違法な解雇・賃下げ・賃金不払いなどについての対策として、労働相談機能を強化します。

○就職予定者の卒業生に対し、労働関係法を学ぶカリキュラムを導入します。

○労働委員会委員の偏向任命の是正、労働委員会の広報を強め相談などを受けやすくします。

○県関連部門に働く非正規雇用拡大、職員削減、賃金の引き下げをやめるなど「官製ワーキングプア」の解決をすすめ、県職員の労働条件の改善で公共サービスの充実をはかります。　　　　以上　
